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１．問題意識 

近年、学生（高校生・大学生・大学院生）の貧困が社会問題として認識されるようになっ

てきている。2020 年から始まった新型コロナ・ウイルス感染症拡大によって、アルバイト

ができなくなった大学生の困窮はメディアでも大きく取り上げられ、令和 2 年度には、「学

生等の学びを継続するための緊急給付金」が創設され、令和 3 年度にも継続された（文部科

学省 2021）。しかし、コロナ禍の以前においても、学生の貧困は日本学生支援機構からの就

学金（実質的には学生ローン）の受給率や、その延滞率の上昇などから、注目されてきた。

2020 年度からは給付型奨学金制度が設立され、また、授業料の減免制度も拡充されつつあ

るものの、経済状況が厳しい状況にある学生が存在することは、もはや周知の事実といえよ

う。 

しかしながら、学生の貧困がどれほどの広がりをもっているのか（貧困率）、また、その

割合が拡大してきているのか、といった基本的な統計データはこれまで報告されてきてい

ない。そもそも、「学生の貧困」は、概念的にも整理が必要である。「学生緊急給付金」は、

制度の前提として一人暮らしの学生を想定しているが、学生の多くは親と同居しており、そ

の場合、「学生の貧困」は学生の家族の貧困と捉えられなければならない。また、給付型奨

学金は、出身家庭、すなわち親が非課税世帯の子どもを対象としているが、そもそも大学生

を抱える世帯のどれほどが非課税世帯なのかも不明である。さらに、非課税世帯であること

と、貧困であることが 100%重なるとも限らない。また、経済状況が厳しくなった際の防御

策として、学生がアルバイト就業することが考えられるが、アルバイト就業と学生の貧困率

の関係についても不明である。マイナビ（2021）によると、大学生の 7 割以上がアルバイ

ト就業しており（マイナビ 2021; 全国大学生活協同組合連合会 2022）、アルバイト就業者

と非就業者の経済状況の差もわかっていない。 

そこで、本稿では厚生労働書「国民生活基礎調査」の個票から、「学生」の世帯所得を用

いて相対的貧困率を推計し、その現状および動向を分析する。また、「学生」の就業状況別

に相対的貧困率を算出することにより、就業者と非就業者の格差を見る。 

 

２．データと変数の定義 

本稿の分析にて用いたデータは厚生労働省「国民生活基礎調査」昭和 61(1986)年、平成
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7(1995)年、平成 16(2004)年、平成 25(2013)年、平成 28（2016）年、2019 年調査から計

算された相対的貧困率である。これらは、筆者が厚生労働省より二次利用の許可を受け推計

したものを貧困統計ホームページ（http://www.hinkonstat.jp）に掲載しており、本稿ではそ

の中から学生に関するデータを抽出して分析を行っている。 

厚生労働省「国民生活基礎調査」では、二つの方法で「学生」を判別することができる。

ひとつは、15 歳以上の世帯員すべてについて設けられている「５月中の仕事の状況」の設

問である。この設問は、５月中（調査は 6 月実施）に収入を伴う仕事をしたか2を聞いてい

る設問であり、昭和 61 年の調査から継続して設けられている。ただし、回答の選択肢は年

度によって異なり、本稿で用いたデータでは、昭和 61 年と平成 7 年においては、「１．仕

事あり、２．専業主婦、３．学生、４．その他」の４つの選択肢、平成 16 年、25 年、2019

年では「仕事あり」が「１主に仕事をしている、２．主に家事で仕事あり、３．主に通学で

仕事あり、４．その他」に分かれ、「仕事なし」は「５．通学、６．家事、７．その他」に

分かれている。本稿では、昭和 61 年と平成 7 年データでは、「３．学生」の選択肢、それ以

降の年度のデータでは、「３．主に通学で仕事あり」「５．通学」を選択した場合に、「学生」

であると判断した。この方法では、昭和 61 年と平成 7 年データにおいては、少しでも収入

を伴う仕事をした学生は、「学生」の定義から漏れていることには留意が必要である。また、

「通学」しているかどうかしかわからないため、どのような学校タイプ（高校、大学、専門

学校など）に通っているのかはわからない。 

もう一つの方法は、平成 25 年から設けられている教育の設問を用いる方法であり、「１．

在学中」「２．卒業」「３．在学したことがない」の設問の後に、１と２の場合は「小学・中

学、高校・旧制中、専門学校、短大・高専、大学、大学院」の中から選択するようになって

いる。この設問にて「在学中」と答えた者を「学生」と定義することができる。この設問も

15 歳以上のすべての世帯員が対象である。 

二つの方法で判別した「学生」は、ほぼ重なっているが、約 X%のずれがある。本稿では、

より長い時系列比較が可能である前者の定義を中心に分析を行う。 

貧困の定義は、世帯人数の平方根で除した世帯全体の合算可処分所得（勤労所得、事業所

得、金融所得、年金などの社会保障給付を合算したものから、所得税、社会保険料を差し引

いた金額）を用いており、その値の社会全体の中央値の 50%を貧困基準とした。これは、

いわゆる OECD 方式と呼ばれる方法であり、厚生労働省が「国民生活基礎調査」を用いて

算出する相対的貧困率と同じ定義である。また、所得は調査年の前年の所得を聞いているた

め、調査時点のものではないことにも留意が必要である。例えば、前年まで就労をしていた

が、４月以降に大学生になったというような場合は、前年の所得と調査年の所得に大きな違

いが出てくる場合も考えられる。 

                                                      

2 平成 16、26、2019 年の設問は「「収入を伴う仕事を少しでもした方は「仕事あり」、ま

ったく仕事をしなかった方は「仕事なし」の中からお答えください」である。 



 

 

３．学生の貧困率の推移 

（１） 学生全体の貧困率の推移：2003 年～2018 年 

まず、学生全体の貧困率の推移を把握しておこう。昭和 61 年と平成 7 年については、就

労している学生の状況がわからないため、ここでは、2003 年から 2018 年の状況を見る。こ

れを見ると 2003 年から 2012 年にかけてどの年齢層、性別においても貧困率が上昇し、そ

の後 2015 年には低下の傾向を見せ、2018 年は 2003 年に比べ若干高い数値となっている。

同じ「国民生活基礎調査」を用いた推計において、社会全体および子ども（18 歳未満）全

体の貧困率については、2003 年から 2012 年をピークとして上昇し、その後 2015 年、2018

年と下降しているが、20 歳以上の学生に絞ると、2015 年には一端下降するものの、その後

再び上昇している。結果として、特に 20 歳以上の女性の学生については、2003 年に比べ、

2018 年は約 9 ポイントの上昇、そのほかの層においても、2018 年の貧困率は 2003 年より

も高くなっている。 

また、年齢層別、性別にみると、年齢の高い層の方が低い層よりも、男性の方が女性より

も貧困率が高い傾向がある。男女差については、経済的に余裕がない家庭において男子の方

が女子よりも進学する割合が高い（川口 2020）があることや、女性の方が男性よりも自身

がアルバイト就労している割合が高いため、就労していない学生に経済的困難を抱える割

合が多いなどの理由が推測される。 

 

＜図１＞ 

 

（２） 就労していない学生の貧困率の推移：1985 年～2018 年 

次に、1985 年からの時系列の把握が可能な「学生（就労なし）」の貧困率の推移を見て

みよう（図２）。2003 年から 18 年にかけての動きは、学生全体の貧困率の動き（図１）と

ほぼ変わらないが、1985 年から 33 年間の推移を確認すると、改めて、学生の貧困率の上昇

傾向が顕著であることがわかる。特に貧困率の上昇が大きいのが、20 歳以上の男性学生で

あり、1985 年には 13.4%であった貧困率が、2018 年には 28.7%と 15 ポイント以上の上昇

となっている。20 歳以上の女性学生に関しては、2003 年の値が大きく下降しており、これ

については説明が難しいものの、2003 年を抜いた数値で見ると、男性ほどではないものの、

1985 年から 2018 年にかけての貧困率の上昇が大きいことがわかる（約 11 ポイント）。15-

19 歳の男性・女性学生の貧困率も 1985 年に比べ、2018 年においては 4 ポイントから 5 ポ

イント高くなっている。すなわち、就労（アルバイトなど）をせずに学業に専念することの

貧困リスクが過去 30 年の間に高まったと言える。 

 

＜図２＞ 

 



 

４．就労している学生としていない学生 

（１）就労率の推移 

それでは、アルバイトしている学生の状況はどうなのだろうか。経済状況の悪化に伴い、

就労（アルバイト）をする学生の割合も増えていると考えられる。アルバイト就労している

学生の貧困リスクは抑えられているのであろうか。 

まず、学生のうち就労をしている学生の割合を図３に示す。この割合は、「５月の仕事の状

況」の設問から、「３．主に通学で仕事あり」と答えた割合を、「３．主に通学で仕事あり」

と「５．通学」を合わせた割合で除して求めたものである。まず、あたり前ではあるが、

仕事をしている割合は、20 歳以上の学生の方が、15-19 歳よりも高い。また、男女の差は

さほど大きくないが、15-19 歳では女性の方が男性よりも若干多く、20 歳以上では、2012

年は男性が女性を、2015 年では女性が男性を上回っており一貫したパターンは見られな

い。そして、どの性別、年齢層においても、2003 年から 2018 年にかけて上昇傾向が見ら

れる。特に、20 歳以上では男女ともの 2012 年から 2015 年にかけての上昇が大きい。

2018 年は 2015 年よりも減少しているものの、男女ともに約 45%（男性 44.7%、女性

4.6%）の学生が就労している。この割合は、全国大学生活協同組合連合会による「学生生

活実態調査」やマイナビ「大学生のアルバイト実態調査」の数値（約 7 割）に比べると低

くなっているが、対象年齢の違い（「大学生」は基本的に 18 歳から 22 歳の学部生）や、

学校タイプ（「国民生活基礎調査」では大学だけではないすべての通学が含まれる）によ

る違いを反映していると考えられる。15-19 歳においても、就労率は上昇しており、2003

年からの 15 年間で約 6 ポイント上がり、男性 10.8%、女性 13.1%となっている。 

 

＜図３＞ 

 

（２）就労状況別の貧困率 

次に、就労状況別の貧困率を見たものが図４（15-19 歳）と図５（20 歳以上）である。

15-19 歳男性学生においては、2015 年にはほぼ同率になるものの、就労している学生の方

が、就労していない学生よりも貧困率が高いことがわかる。一方で、女性については、2003

年から徐々に仕事がある学生の貧困率が下降しており、2012 年以降は就労していない学生

よりも貧困率が低くなっている。20 歳以降については、就労率の上下が大きく一貫した傾

向を読み取ることは難しい。 

 

＜図４＞  ＜図５＞ 

 

５．考察 

 これらの結果を踏まえて、学生の貧困と就労との関係について若干の考察を述べる。 

まず、過去 30 余年の推移から見ると、学生の貧困率が上昇傾向にあることは図１および図



 

２から明らかであろう。この理由としていくつかの要因が考えられる。考えられる一つ目の

要因は、大学進学率が上昇したことにより、以前はより経済的ゆとりがある層に進学が偏っ

ていたのに対し、2020 年代に近づくにつれて、より幅広い経済的背景を持つ人々が「学生」

となるようになったということである。大学・短大・高専・専門学校の進学率は、1986 年

には 50%を超える程度であったが、平成元年には 82.8%となっている（文部科学省 2020）。

もちろん現在においても家庭の経済状況による高等教育進学率の格差は生じているが（小

林・濱中・王 2017; 東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター2009）、進学

するかどうかとう点においては格差は縮小していると推測できる。しかし、より幅広い経済

階層出身の「学生」が増加するということは、貧困リスクが高い学生が増えることを意味す

る。このことは、学生の貧困率の上昇が 20 歳以上の年齢層にて顕著であることからも推測

できる。 

 学生の貧困率の上昇のもう一つの理由が、子どもを持つ世帯の経済状況の悪化である。こ

れは、貧困率の上昇が 1980 年代から 1990 年代、2010 年代と上昇し、2012 年をピークと

して、その後は 2015 年に大きく減少、2018 年にさらに若干減少するというパターンが、特

に 15-19 歳の学生の間で見られることからも推測できる。このパターンは、子どもがいる

世帯全体の貧困率の動向と同じであり、子どもがいる世帯全体の貧困率の動向が、学生の貧

困率の動向に影響していると言えるだろう。これをもう一歩つき進めば、「高等教育」とい

う財は、経済状況によってその消費がさほど影響されていないということを示していよう。

もし、高等教育に進学するかどうかが家庭の経済状況に敏感に反応するのであれば、経済状

況が厳しい時期には、高等教育への進学者が減り、結果として経済的にゆとりのある家庭の

子どもに偏って「学生」になるため、学生の貧困率は影響を受けないと考えられるためであ

る。 

 また、本稿の分析では、特に「就労していない学生」の貧困率の上昇が顕著であることが

わかった。また、就労している学生としていない学生の貧困率の格差は、性別や年齢層、調

査年によって異なり、一貫した傾向は見いだせなかった。すなわち、経済的に厳しい学生の

方が就労する確率が高い、または、その逆に、就労している学生は自身の収入がプラスとな

るため貧困リスクが低い、といった知見は本分析からは得られていない。むしろ、「就労し

ていない学生」の貧困率が上昇していることは、経済的に厳しく貧困線以下の生活を余儀な

くされていてもアルバイトをすることができない専業学生が一定数存在することを示して

いよう。 

コロナ禍の緊急対策として、アルバイトができなくなったことによって困窮する学生に

対しての支援は行われたものの、そもそもアルバイトをしていない学生の貧困率も決して

低くないことは、困窮学生支援のターゲティング方法としての「アルバイトによる減収」は

必ずしも有効でないことを示していよう。 
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図１  学生全体の貧困率の推移： 性別、年齢層別 

 

出所：貧困統計ホームページ、元データは厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者計算． 

 

図２  学生（就労なし）の貧困率の推移： 性別、年齢層別 

 

 
出所：貧困統計ホームページ、元データは厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者計算． 
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図３  学生のうち就労をしている割合の推移： 性別、年齢層別 

 

 

出所：貧困統計ホームページ、元データは厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者計算． 

 

 

図４  15-19 歳の貧困率： 就労の有無別、性別、年齢層別 

 

出所：貧困統計ホームページ、元データは厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者計算． 
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図５  20 歳以上の貧困率： 就労の有無別、性別、年齢層別 

 

 

出所：貧困統計ホームページ、元データは厚生労働省「国民生活基礎調査」から筆者計算． 
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